
建設技術研究開発助成制度
-平成３１年度新規公募実施内容-

国や地域の諸課題（地球温暖化、社会インフラの老朽化、少子高齢化等）の解決に資す
るための技術開発テーマを国土交通省が示し、そのテーマに対し民間企業や大学等の先
駆的な技術開発提案を公募し、優れた技術開発を選抜し助成する競争的資金制度。

制度概要

応募資格 交付額（上限） 期間（上限）

民間企業、大学等 年度上限額：1,000万円 1~2年

【政策課題解決型技術開発公募（新規）】

・ 新規 ・・・ １課題年度上限１０百万円 １０課題程度

Ｈ３１年度採択予定数

－ １ －

下記の審査を行い、採択課題を決定する。

審査方法

i-Constructionに関する有識者を１名程度、臨時委員として追加。
１次審査として、書面審査により採択候補を絞り込み。
２次審査として、採択候補の中から、委員会の場で最終的な採択課題を決定。

１次審査 ２次審査

委員会
（採択課題決定）

応募

書面審査
（絞り込み）

公募期間

平成３１年４月１２日（金）～平成３１年５月２０日（月）

参考１



Ｈ３１年度公募テーマ案

－ ２ －

審査基準 以下の視点から総合的に審査するものとする。

①新規性

建設現場での活用において新規性の高い技術に関する研究開発要素が認められるか、
当該技術の優位性などについて審査

②実現可能性

提案された技術研究開発の目標の達成及び実用化が技術的に可能であるか、建設現
場で求められるユースケース・精度などを考慮した技術開発計画となっているか、産学
連携等による開発や検証等が可能な実施体制を整えているかについて審査

③導入効果

提案された技術研究開発が実用化となった場合に想定される、生産性向上に係る導
入効果（作業期間短縮、省力化、安全性の確保等）が期待できるか、また、当該研究開
発成果の事業化計画（現場への採用予定や、具体的な販売計画等）などについて審査

①新工法を活用した建設現場の生産性向上に関する技術
・工法の簡素化等による工程短縮、省力化、コスト削減に資する技術
・作業の自動化等による安全性、品質の向上に資する技術
・産業廃棄物の削減等の周辺環境への負荷低減に資する技術 等

②新材料を活用した建設現場の生産性向上に関する技術
・材料の高機能化等による工程短縮、省力化、コスト削減に資する技術
・材料の高機能化等による安全性、品質の向上に資する技術
・有害物質の低減等による周辺環境への負荷低減に資する技術 等

※異分野の技術を活用した建設材料に関する技術開発も含まれます。

※審査の結果、同等の審査結果が複数生じた場合、若手研究者（平成３１年４月１日時点で４０歳未
満）を研究構成に含む研究課題を優先して採択することがある。



 

建設技術研究開発評価委員会 

研究開発課題の公募テーマに係る検討、応募課題の審査及び研究開発成果の

評価は、学識経験者等からなる建設技術研究開発評価委員会において行いまし

た。 

 

○建設技術研究開発評価委員会 委員一覧 
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